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平成26（2014）年度までの目標設定

第５期計画は、第３期、第４期計画の延長線上に位置づけられ、
第３期計画策定時に定めた平成26年度までの目標を達成する仕上げの計画となる。

高齢化が本格化する平成27（2015）年度以降におけ
る地域包括ケアの構築を見据えた新たな視点での取組

一方で、第５期計画は、各自治体の高齢化のピークを迎える時期までに、高齢者が地域で安心して暮らせ
る地域包括ケアシステムを構築するために必要となる、①認知症支援策の充実、②医療との連携、③高齢者
の居住に係る施策との連携、④生活支援サービスの充実といった重点的に取り組むべき事項を、実情に応じて
選択して第５期計画に位置づける等、段階的に計画の記載内容を充実強化させていく取組をスタートする時点
となる。

第５期介護保険事業計画の位置づけ



「地域包括ケア」を実現できる事業計画を策定するには

マクロ
計画 サービス目標 基盤整備

ミクロ
個々のケアマネジメント 重度化防止 予防

地 域 ケ ア 会 議

サービス

事業者との
情報共有

給付分析や地域診断を通じた地域の課題の把握

ケースカンファレンス、スーパービジョン

ニーズと現存サービスの
ミスマッチ解消のための

基盤整備

地域課題に対応する

地域支援事業やインフォーマ
ルサービス等の支援の構築

24



○地域包括支援センターが開催
○個別ケース（困難事例等）の支援内容を通じた
①地域支援ネットワークの構築
②高齢者の自立支援に資するケアマネジメント支援
③地域課題の把握
などを行う。

○ 地域ケア会議は、
・多職種の第三者による専門的視点を交えて、ケアマネジメントの質の向上を図り、
・また、個別ケースの課題分析等の積み重ねにより、地域課題を発見し、
・地域に必要な資源開発や地域づくり、さらには介護保険事業計画への反映などの政策形成につなげる、
地域包括ケアシステムの実現に向けたツール。

○ 個別ケースを検討する「地域ケア個別会議」は、市町村内の圏域単位での地域包括支援センターが開催。
一方、地域づくりや政策形成等につなげる「地域ケア推進会議」は市町村レベルで開催

○ 平成24年度から本格的に推進を開始。
○ 平成24年6月現在、1,202保険者で実施されているが、その主催者、介護の内容、参加者等は様々であり、個別ケースの

検討を基本としている会議は多くない現状にある。

地域づくり・資源開発

政策形成
介護保険事業計画等への位置づけなど

地域課題の把握

個別の
ケアマネジメント

≪主な構成員≫
自治体職員、包括職員、ケアマネ
ジャー、介護事業者、民生委員、
OT、PT、ST、医師、歯科医師、
薬剤師、看護師、管理栄養士、歯科
衛生士その他必要に応じて参加

※直接サービス提供に当たらない専
門職種も参加

地域包括支援センター（※）レベルでの会議
（地域ケア個別会議）

市町村レベルの会議（地域ケア推進会議）

事例提供

支 援

サービス
担当者会議
（全ての
ケースにつ
いて、多職
種協働によ
り適切なケ
アプランを
検討）

※平成24年4月末現在の地域包括支援センターの箇所数：4,３２８ヶ所（センター・ブランチ・サブセンター合計7,０７２ヶ所）

地域ケア会議

在宅医療
連携拠点

医師会等
関係団体

医療関係
専門職等
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地域ケア会議（包括主催）＝個別支援
※地域ネットワークで在宅介護の限界点を上げる支援

※サービス担当者会議で解決できない課題等

個別課題の解決から始める意義（参考例）

食生活の偏りによる低栄養状態

買い物困難で施設入所を希望

適切な医療・介護、見守り支援体制

地域ケア会議（市町村主催）＝基盤整備

◆医師会等との連携による人材育成

◆医療・介護連携促進のための取組

◆住民への普及啓発と互助の推進

◆買い物支援の組織づくり、企業連携

→地域資源の開発、事業化、政策形成 等

地域課題の発見

◆見守り協力者がいないケースをどうするか

◆徘徊高齢者の早期発見のしくみが必要

◆買い物弱者のエリアに低栄養高齢者多発

◆在宅医、訪問看護師の不足

◆インフォーマルサービス資源の不足 等々

ニーズ量の把握
同様の課題を抱えた住民がどのくらいいるのか

通院困難により医療中断の重度者

認知症高齢者の徘徊、介護者負担

ボランティアの買い物支援で在宅継続

医療との連携、栄養相談、配食利用

かかりつけ医の訪問診療、訪問看護

優先順位
緊急性、対象者数、実行可能性、効果見込みを検討

個別支援に活かす 個別から地域を見る

個別課題
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■事業の目的・概要
○ 地域包括ケアシステムの実現に向け、医療、介護の専門家など多職種が協働してケア方針を検討し、高齢者の

自立支援、認知症の人の地域支援などを推進する「地域ケア会議」の普及・定着を促進する。

国の事業

広域支援員、専門職の派遣広域支援員、専門職の派遣

都道府県の事業 @200万円 市町村の事業 ＠100万円

＜地域ケア会議立ち上げ支援＞

①自立支援型ケアマネジメントの実現に向けた支援

（例） ○地域ケア会議開催に係る参加対象者への周知

○模擬演習会の開催 等

市町村の取組方針を関係者に周知
○認知症高齢者等のケアマネジメント支援
○自立支援に資するケアマネジメント支援
○ケアプランのセカンドオピニオン
○困難事例へのケアマネ支援

②地域包括支援ネットワークの構築、インフォーマルサービスの立ち上げ

（例） ○多職種合同研修会の開催
（医療、介護等の多職種協働の基礎知識の共有、関係強化）

○住民・町内会・配達業者等による孤立化防止企画委員会等

○生きがいサロン等立ち上げ 等

＜地域ケア会議を効果的に実施するために必要な支援＞

○全国会議（先駆的取組み、活用方法の普及）
○地域ケア会議活用マニュアルの作成・普及
○コーディネーターの育成

※報告書の作成・普及

地域支援事業交付金
（包括的支援事業）

後
方
支
援

立
ち
上
げ
支
援

地域包括支援センター等
における地域ケア会議の

開催・運営

補助率：１０／１０（定額）

（参考）地域ケア会議活用推進等事業
２５年度予算案 ２１９百万円
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